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石川県国民健康保険運営方針 新旧対照表 

見直し案 現行 

石川県国民健康保険運営方針 

 

第１章 基本的な事項 

 

１ 策定の目的 

国民健康保険については、平成 30 年度以降、県が財政運営の主体と

して中心的な役割を担うこととなり、市町は、地域住民との身近な関

係の中で資格管理や保険給付、保険料（※）率の決定、賦課・徴収、

保健事業の実施等の役割を引き続き担うこととなる。 

このため、県と市町が一体となって、社会保障及び国民保健の向上

を目指し、保険者の事務を共通認識の下で実施するとともに、各市町

が事務の広域化や効率化を推進することができるよう、県内の統一的

な国民健康保険の運営方針として策定するもの。 

 

２ 策定の根拠規定 

国民健康保険法(昭和 33年法律第 192 号)第 82 条の２ 

 

３ 策定年月日 

令和２年  月  日 

 

４ 対象期間 

令和３年４月１日から令和６年３月 31日までとし、３年ごとに検証

を行い、必要に応じて見直しを行う。 

 

※地方税法に基づく国民健康保険税を含めて「保険料」という。以下同じ。 

 

石川県国民健康保険運営方針 

 

第１章 基本的な事項 

 

１ 策定の目的 

国民健康保険については、平成 30 年度以降、県が財政運営の主体と

して中心的な役割を担うこととなり、市町は、地域住民との身近な関

係の中で資格管理や保険給付、保険料（※）率の決定、賦課・徴収、

保健事業の実施等の役割を引き続き担うこととなる。 

このため、県と市町が一体となって、社会保障及び国民保健の向上

を目指し、保険者の事務を共通認識の下で実施するとともに、各市町

が事務の広域化や効率化を推進することができるよう、県内の統一的

な国民健康保険の運営方針として策定するもの。 

 

２ 策定の根拠規定 

国民健康保険法(昭和 33年法律第 192 号)第 82 条の２ 

 

３ 策定年月日 

平成２９年１２月２８日 

 

４ 対象期間 

平成 30 年４月１日から平成 33年３月 31日までとし、３年ごとに検

証を行い、必要に応じて見直しを行う。 

 

※地方税法に基づく国民健康保険税を含めて「保険料」という。以下同じ。 
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第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

 

１ 医療費の動向と将来の見通し 

（１）被保険者等の状況 

○  平成 30 年度末における市町が運営する国民健康保険（以下「市町

国保」という。）の被保険者数は 224,818 人、加入世帯数は 145,073

世帯となっており、いずれも減少傾向にある。 

なお、被保険者数の県内総人口に占める割合は 19.8％となってい

る。 

 

    （表１、図１省略） 

 

○ 被保険者の年齢構成の推移は、65歳から 74歳（前期高齢者）の割

合が、平成 26 年度の 42.3％から平成 30 年度の 49.2％と増加傾向に

ある一方、20 歳から 64 歳の割合は、平成 26 年度の 47.9％から平成

30 年度の 42.5％と減少傾向にある。 

 

    （図２省略） 

 

○ 世帯主の職業別構成割合は、無職（年金生活者など）の割合が最も

多く、全体の約半数を占めており、続いて非正規労働者などの被用者

となっている。 

 

  （図３省略） 

 

 

第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

 

１ 医療費の動向と将来の見通し 

（１）被保険者等の状況 

○  平成 27 年度末における市町が運営する国民健康保険（以下「市町

国保」という。）の被保険者数は 259,406 人、加入世帯数は 158,930

世帯となっており、いずれも減少傾向にある。 

なお、被保険者数の県内総人口に占める割合は 22.6％となってい

る。 

 

    （表１、図１省略） 

 

○ 被保険者の年齢構成の推移は、65歳から 74歳（前期高齢者）の割

合が、平成 23 年度の 34.1％から平成 27 年度の 44.8％と増加傾向に

ある一方、20 歳から 64 歳の割合は、平成 23 年度の 54.8％から平成

27 年度の 45.7％と減少傾向にある。 

 

  （図２省略） 

 

○ 世帯主の職業別構成割合は、無職（年金生活者など）の割合が最も

多く、全体の約半数を占めており、続いて非正規労働者などの被用者

となっている。 

 

  （図３省略） 
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○ 一人当たり所得（※）は、全国平均を下回って推移している。 

  また、市町別の一人当たり所得は、平成 30 年では、最も高い川北

町と最も低い穴水町とでは、約 2.2 倍の差が生じている。 

 

  （表２、図４省略） 

 

（２）医療費の状況 

○ 本県の市町国保における医療費の総額は、被保険者数の減少に伴い

平成 28 年度から減少傾向にあり、平成 30 年度は約 970 億円（対前年

度比 24 億円、2.4％減）となっている。 

 

  （図５省略） 

 

○ 一方、一人当たり医療費は増加傾向にあり、平成 30年度は 418,404

円（対前年度比 7,556 円、1.8%増）となっている。 

 

  （図６省略） 

 

○ 市町別の一人当たり医療費は、平成 30 年度では、最も高い宝達志

水町と最も低い輪島市とでは、約 1.3 倍の差が生じている。 

 

  （図７省略） 

 

○ 平成 30 年度の年齢階級別の一人当たり医療費は、15 歳から 19 歳

が最も低く、その後、年齢とともに高くなり、70歳から 74歳では

58 万円を超えている。 

○ 一人当たり所得（※）は、全国平均を下回って推移している。 

  また、市町別の一人当たり所得は、平成 27 年では、最も高い野々

市市と最も低い穴水町とでは、約 1.6 倍の差が生じている。 

 

  （表２、図４省略） 

 

（２）医療費の状況 

○ 本県の市町国保における医療費の総額は概ね増加傾向にあり、平

成 27年度は約 1,062 億円（対前年度比 25 億円、2.4％増）となって

いる。 

 

  （図５省略） 

 

○ 一人当たり医療費も増加傾向にあり、平成 27年度は 398,177 円（対

前年度比 22,182 円、5.9%増）となっている。 

 

 （図６省略） 

 

○ 市町別の一人当たり医療費は、平成 27 年度では、最も高い宝達志

水町と最も低い珠洲市とでは、約 1.4 倍の差が生じている。 

 

   （図７省略） 

 

○ 平成 27 年度の年齢階級別の一人当たり医療費は、15 歳から 19 歳

が最も低く、その後、年齢とともに高くなり、70歳から 74歳では

60 万円を超えている。 
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  （図８省略） 

 

（３）保険料の状況 

  ○ 一人当たり保険料（※）は、平成 30年度では 99,989 円となって

おり、全国平均を上回って推移している。 

 

    （図９省略） 

 

○ 市町別の一人当たり保険料は、平成 30年度では、最も高い野々

市市と最も低い珠洲市とでは、約 1.5 倍の差が生じている。 

   

  （図 10 省略） 

 

（４）将来の見通し 

○ 団塊の世代がすべて後期高齢者となる令和７年度の医療費の見

通しを、次のとおり推計する。 

 

 

○ 今後も被保険者数の減少により、医療費総額の減少は続く一方

で、高齢化や医療の高度化等の影響により、一人当たり医療費は増

加すると見込まれることから、国保の財政運営は、厳しい状況が続

くものと考えられる。 

 

  （図 11 省略） 

 

 

  （図８省略） 

 

（３）保険料の状況 

  ○ 一人当たり保険料（※）は、全国平均を上回って推移しており、

平成 27 年度では 100,995 円となっている。 

    

   （図９省略） 

 

○ 市町別の一人当たり保険料は、平成 27年度では、最も高い野々

市市と最も低い珠洲市とでは、約 1.5 倍の差が生じている。 

 

 （図 10 省略） 

 

（４）将来の見通し 

○ 本運営方針の対象期間の最終年度である平成 32 年度及び、団塊

の世代がすべて後期高齢者となる平成 37 年度の医療費の見通し

を、次のとおり推計する。 

 

○ 今後も被保険者数は減少する一方で、高齢化や医療の高度化等の

影響により、一人当たり医療費は増加することから、医療費総額は

増加していくものと見込まれ、市町国保の財政運営は、厳しい状況

が続くものと考えられる。 

 

（図 11 省略） 
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２ 国民健康保険の財政運営に係る基本的な考え方 

（１）市町国保の財政運営の現状 

○ 市町国保における平成 30 年度の収入総額から支出総額を差し引い

た収支差は８億 4,500 万円の黒字となっているものの、２市町におい

て、合計 6,900 万円の決算補填等目的の法定外繰入が行われている。 

 

 

   （表３省略） 

 

（２）市町の国民健康保険特別会計 

○ 国民健康保険財政を安定的に運営していくためには、市町国保が一

会計年度単位で行う短期保険であることを踏まえ、原則として、必要

な支出を保険料や国庫負担金などにより賄うことで、国民健康保険特

別会計の単年度収支を均衡させる必要がある。 

 

（３）県の国保財政運営の現状 

  〇 県における平成 30 年度の収入総額から支出総額を差し引いた収支

差は 19 億 5,700 万円の黒字であり、医療給付費等の確定に伴う国庫

負担金等精算後の実質的収支差は、４億 7,900 万円となっている。 

 

    （表４省略） 

 

（４）県の国民健康保険特別会計 

○ 県の国民健康保険特別会計も、必要な支出を国民健康保険事業費納

付金（以下「納付金」という。）や国庫負担金などにより賄うことで、

単年度の収支が均衡していることが原則であり、必要以上に黒字幅や

２ 国民健康保険の財政運営に係る基本的な考え方 

（１）市町国保の財政運営の現状 

○ 市町国保における平成 27 年度の収入総額から支出総額を差し引い

た収支差は８億 7,300 万円の黒字となっているものの、３市町におい

て、合計４億 300 万円の決算補填等目的の法定外繰入が行われてい

る。 

 

   （表３省略） 

 

（２）市町の国民健康保険特別会計 

○ 国民健康保険財政を安定的に運営していくためには、市町国保が一

会計年度単位で行う短期保険であることを踏まえ、原則として、必要

な支出を保険料や国庫負担金などにより賄うことで、国民健康保険特

別会計の単年度収支を均衡させる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）県の国民健康保険特別会計 

○ 県の国民健康保険特別会計も、必要な支出を国民健康保険事業費納

付金（以下「納付金」という。）や国庫負担金などにより賄うことで、

単年度の収支が均衡していることが原則であり、必要以上に黒字幅や
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繰越金を確保することがないよう、また、各年で保険料水準が過度に

上下することを避けるよう、市町の財政状況を見極めながら、財政運

営を行っていく必要がある。 

 

（５）赤字解消・削減の取組等 

○ 国の財政支援措置の拡充と保険給付に要した費用を県が全額交付

する仕組みにより、決算補填等目的の法定外繰入（※）などの必要性

が減少すると見込まれている。 

 

○ こうした中、国は、「決算補填等目的の法定外繰入と繰上充用金（※）

の新規増加分との合算額」を解消・削減すべき赤字と定義し、計画的・

段階的な解消・削減に努めることとしている。 

 

○ これを踏まえ、赤字が生じた市町は、その要因（医療費の動向、適

正な保険料率の設定、収納率等）を分析し、県と協議を行った上で、

具体的な取組内容や、赤字解消の目標年次及び年次毎の計画を作成

し、それぞれの実情に応じて、計画的・段階的な解消・削減に努める

ものとする。既に計画策定済みの市町については、今後も計画的に解

消・削減に努めていくものとする。 

 

※決算補填等目的の法定外繰入 

  決算補填目的（医療費の増加等）又は保険者の政策的判断（保険

料の負担緩和等）により、一般会計から繰入を行うもの。 

 

 

 

繰越金を確保することがないよう、市町の財政状況を見極めながら、

財政運営を行っていく必要がある。 

 

 

（４）赤字解消・削減の取組等 

○ 国の財政支援措置の拡充と保険給付に要した費用を県が全額交付

する仕組みにより、決算補填等目的の法定外繰入（※）などの必要性

が減少すると見込まれている。 

 

○ こうした中、国は、「決算補填等目的の法定外繰入と繰上充用金（※）

の新規増加分との合算額」を解消・削減すべき赤字と定義し、計画的・

段階的な解消・削減に努めることとしている。 

 

○ これを踏まえ、赤字が生じた市町は、その要因分析（医療費の動向、

適正な保険料率の設定、収納率等）を行うとともに、必要な対策を整

理した上で、赤字解消の目標年次を設定した計画を作成し、それぞれ

の実情に応じて、計画的・段階的な解消・削減に努めるものとする。 

 

 

 

※決算補填等目的の法定外繰入 

  決算補填目的（医療費の増加等）又は保険者の政策的判断（保険

料の負担緩和等）により、一般会計から繰入を行うもの。 
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※繰上充用金 

  当年度の収入が支出に対して不足した場合に、翌年度の収入を繰

り上げて、当該年度の収入不足を補填するもの。 

 

３ 財政安定化基金の運用 

（１）財政安定化基金の設置 

○ 国民健康保険財政の安定化のため、保険給付費の増加や保険料の

収納不足により財源不足となった場合に備え、一般会計からの法定

外繰入を行う必要がないよう、県に財政安定化基金（以下「基金」

という。）を設置し、市町に対する貸付・交付や県に対する貸付を

行う。 

 

（２）市町に対する貸付・交付 

○ 市町において、保険料の収納不足により財源不足となった場合

は、その不足額について貸付を行う。当該貸付分については、貸付

を受けた市町が翌々年度以降の納付金に上乗せし、原則３年間で償

還（無利子）する。 

 

○  市町において、「特別な事情」が生じたことにより、保険料の収

納不足が生じた場合、収納不足額の２分の１以内の金額を交付す

る。県は、当該市町の「特別な事情」や保険料の収納状況等を踏ま

えて、交付額を決定し交付する。 

 

○ 「特別な事情」とは、次の場合とする。 

・ 多数の被保険者の生活に影響を与える災害（台風、洪水、噴火

など）が発生した場合 

※繰上充用金 

  当年度の収入が支出に対して不足した場合に、翌年度の収入を繰

り上げて、当該年度の収入不足を補填するもの。 

 

３ 財政安定化基金の運用 

（１）財政安定化基金の設置 

○ 国民健康保険財政の安定化のため、保険給付費の増加や保険料の

収納不足により財源不足となった場合に備え、一般会計からの法定

外繰入を行う必要がないよう、県に財政安定化基金（以下「基金」

という。）を設置し、市町に対する貸付・交付や県に対する貸付を

行う。 

 

（２）市町に対する貸付・交付 

○ 市町において、保険料の収納不足により財源不足となった場合

は、その不足額について貸付を行う。当該貸付分については、貸付

を受けた市町が翌々年度以降の納付金に上乗せし、原則３年間で償

還（無利子）する。 

 

○  市町において、「特別な事情」が生じたことにより、保険料の収

納不足が生じた場合、収納不足額の２分の１以内の金額を交付す

る。県は、当該市町の「特別な事情」や保険料の収納状況等を踏ま

えて、交付額を決定し交付する。 

 

○ 「特別な事情」とは、次の場合とする。 

・ 多数の被保険者の生活に影響を与える災害（台風、洪水、噴火

など）が発生した場合 
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・ 地域企業の破綻や主要産物の価格が大幅に下落するなど地域

の産業に特別な事情が生じた場合 

・ その他、上記に類するような大きな影響が多数の被保険者に生

じた場合 

 

○ 交付額は、国、県、市町が、それぞれ３分の１ずつを補填する。

このうち市町補填分については、交付を受けていない他の市町の負

担を考慮し、交付を受けた当該市町が補填することを基本とする。 

 

（３）県に対する貸付 

○ 県全体で保険給付費が増大したことにより財源不足となった場

合は、その不足額について貸付を行う。当該貸付分については、翌々

年度以降、納付金に含めて市町から徴収し、原則３年間で基金に償

還する。 

 

（４）激変緩和への活用の考え方 

○ 令和５年度までの特例として、新制度への移行に伴う被保険者の

保険料負担の急激な増加を緩和するために、基金を活用できるとさ

れていることから、県は、激変緩和措置を講じる際に最大限活用す

る。 

 

４ 県による助言・指導 

〇 本方針に基づき、市町が国民健康保険事業を実施するに当たっ

ては、事業の実施状況を定期的に把握、分析し、評価を行うことで

検証することが必要である。 

 

 

・ 地域企業の破綻や主要産物の価格が大幅に下落するなど地域

の産業に特別な事情が生じた場合 

・ その他、上記に類するような大きな影響が多数の被保険者に生

じた場合 

 

○ 交付額は、国、県、市町が、それぞれ３分の１ずつを補填する。

このうち市町補填分については、交付を受けていない他の市町の負

担を考慮し、交付を受けた当該市町が補填することを基本とする。 

 

（３）県に対する貸付 

○ 県全体で保険給付費が増大したことにより財源不足となった場

合は、その不足額について貸付を行う。当該貸付分については、翌々

年度以降、納付金に含めて市町から徴収し、原則３年間で基金に償

還する。 

 

（４）激変緩和への活用の考え方 

○ 平成 35 年度までの特例として、新制度への移行に伴う被保険者

の保険料負担の急激な増加を緩和するために、基金を活用できると

されていることから、県は、激変緩和措置を講じる際に最大限活用

する。 

 

４ 県による助言・指導 

〇 本方針に基づき、市町が国民健康保険事業を実施するに当たっ

ては、事業の実施状況を定期的に把握、分析し、評価を行うことで

検証することが必要である。 
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○ 県は、国民健康保険法等に基づき、市町が行う国民健康保険事業

の実施状況について、定期的に現地での助言・指導を行っており、

平成 30 年度以降も引き続き必要な助言・指導を行う。 

 

第３章 市町における保険料の標準的な算定方法 

１ 現状 

（１）保険料の賦課方式 

○ 国民健康保険料は、医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分

の合計額からなり、区分ごとに賦課方式を定める必要がある。 

賦課方式は、２方式(所得割、被保険者均等割)、３方式(所得割、

被保険者均等割、世帯別平等割)、４方式(所得割、資産割、被保険

者均等割、世帯別平等割)の３種類があり、県内では、３方式を採

用する市町が多い。 

 

（表５省略） 

 

（２）応能割と応益割の割合 

○ 保険料は、負担能力に応じた負担である応能割と、受益に応じた

負担である応益割により賦課される。本県では、概ね 50:50 に設定

されている。 

 

 

     （表６省略） 

 

（３）賦課限度額の設定 

○ 保険料については、国民健康保険法施行令又は地方税法施行令で

○ 県は、国民健康保険法等に基づき、市町が行う国民健康保険事業

の実施状況について、定期的に現地での助言・指導を行っており、

平成 30 年度以降も引き続き必要な助言・指導を行う。 

 

第３章 市町における保険料の標準的な算定方法 

１ 現状 

（１）保険料の賦課方式 

○ 国民健康保険料は、医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分

の合計額からなり、区分ごとに賦課方式を定める必要がある。 

賦課方式は、２方式(所得割、被保険者均等割)、３方式(所得割、

被保険者均等割、世帯別平等割)、４方式(所得割、資産割、被保険

者均等割、世帯別平等割)の３種類があり、県内では、３方式又は

４方式を採用する市町が多い。 

 

（表４省略） 

 

（２）応能割と応益割の割合 

○ 保険料は、負担能力に応じた負担である応能割と、受益に応じた

負担である応益割により賦課される。現行の国民健康保険法施行令

又は地方税法で定める応能割と応益割の標準割合は、50:50 とされ

ており、本県では、概ね標準割合を基本に設定されている。 

 

  （表５省略） 

 

（３）賦課限度額の設定 

○ 保険料については、国民健康保険法施行令又は地方税法施行令で
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定める額を上限として賦課限度額を定めることとされており、半数

以上の市町では法定の賦課限度額と同額で設定している。 

 

  （表７省略） 

 

２ 標準的な保険料算定方式 

（１）納付金及び標準保険料率の基本的な考え方 

○ 平成 30 年度からの新制度においては、県が市町ごとの納付金を

決定するとともに、市町が保険料を決定する際の参考となる標準保

険料率を示すこととなる。 

納付金及び標準保険料率については、国のガイドライン（令和２

年５月８日付け保発 0508 第９号厚生労働省保険局長通知（以下「ガ

イドライン」という。））に基づき、算定する。 

 

（２）納付金及び標準保険料率の算定方法 

○ 医療費指数反映係数αの設定 

医療費指数反映係数αは、医療費指数を、どの程度納付金に反映

させるかを調整する係数であり、ガイドラインでは、市町間で医療

費水準に差がある場合、医療費指数を各市町の納付金に全て反映さ

せること（α＝１）が考えられるとされている。 

本県では、医療費水準に差があることや市町の医療費適正化の取

組を促す観点から、納付金に医療費水準を全て反映する（α＝１）

こととする。 

 

 

 

定める額を上限として賦課限度額を定めることとされており、半数

以上の市町では法定の賦課限度額と同額で設定している。 

 

  （表６省略） 

 

２ 標準的な保険料算定方式 

（１）納付金及び標準保険料率の基本的な考え方 

○ 平成 30 年度からの新制度においては、県が市町ごとの納付金を

決定するとともに、市町が保険料を決定する際の参考となる標準保

険料率を示すこととなる。 

納付金及び標準保険料率については、国のガイドライン（平成 29

年７月 10 日付け保発第 0710 第 10 号厚生労働省保険局長通知（以

下「ガイドライン」という。））に基づき、算定する。 

 

（２）納付金及び標準保険料率の算定方法 

○ 医療費指数反映係数αの設定 

医療費指数反映係数αは、医療費指数を、どの程度納付金に反映

させるかを調整する係数であり、ガイドラインでは、市町間で医療

費水準に差がある場合、医療費指数を各市町の納付金に全て反映さ

せること（α＝１）が原則とされている。 

本県では、医療費水準に差があることや市町の医療費適正化の取

組を促す観点から、納付金に医療費水準を全て反映する（α＝１）

こととする。 
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○ 所得係数βの設定 

所得係数βは、所得のシェアをどの程度納付金に反映させるかを

調整する係数であり、全国平均を１とした場合の本県の所得水準に

より設定することが原則とされている。 

納付金に本県の所得水準を反映させるため、「β＝県平均の一人

当たり所得／全国平均の一人当たり所得」とする。 

なお、所得水準が全国平均である都道府県（β＝１）においては、

応能割と応益割の割合が 50：50 となる。 

 

○  標準的な保険料の算定方式等 

   本県では、３方式を採用している市町が多いことから、標準的な

保険料の算定方式は、医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分

とも３方式とする。 

また、応益割における均等割指数と平等割指数は、均等割指数は

0.7、平等割指数は 0.3 とする。（納付金の算定方式も同様とする。） 

 

 

 

 

○ 標準的な賦課限度額 

標準的な賦課限度額は、負担能力に応じた適切な負担を求める観

点から、政令で定める額とする。 

 

○ 標準的な収納率 

標準的な収納率は、市町村標準保険料率を算定するにあたり基礎

となる数値であり、各市町の実態を踏まえた実現可能な水準とする

○ 所得係数βの設定 

所得係数βは、所得のシェアをどの程度納付金に反映させるかを

調整する係数であり、全国平均を１とした場合の本県の所得水準に

より設定することが原則とされている。 

納付金に本県の所得水準を反映させるため、「β＝県平均の一人

当たり所得／全国平均の一人当たり所得」とする。 

なお、所得水準が全国平均である都道府県（β＝１）においては、

応能割と応益割の割合が 50：50 となる。 

 

○  標準的な保険料の算定方式等 

   本県では、３方式又は４方式を採用している市町が多いが、資産

割は固定資産税との二重課税であるとの批判があることや、被保険

者数で見た場合に最も多い算定方式が３方式であることなどから、

標準的な保険料の算定方式は、医療分、後期高齢者支援金分、介護

納付金分とも３方式とする。 

また、応益割における均等割指数と平等割指数は、現行の法定の

標準賦課割合を参考に、均等割指数は 0.7、平等割指数は 0.3 とす

る。（納付金の算定方式も同様とする。） 

 

○ 標準的な賦課限度額 

標準的な賦課限度額は、負担能力に応じた適切な負担を求める観

点から、政令で定める額とする。 

 

○ 標準的な収納率 

標準的な収納率は、市町村標準保険料率を算定するにあたり基礎

となる数値であり、各市町の実態を踏まえた実現可能な水準とする
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ため、市町ごとに納付金算定年度の直近過去３年の収納率の平均値

とする。 

 

（３）激変緩和措置 

○ 新制度への移行に伴い、一部の市町においては、「各市町が本来集

めるべき１人当たり保険料額」が変化し、被保険者の保険料負担が

上昇する可能性がある。こうした場合でも、保険料が急激に増加す

ることが無いよう、ガイドラインに基づき激変緩和措置を行い、該

当する市町に対して適切に対応する。 

 

○ なお、激変緩和措置を行うにあたり、一般会計からの法定外繰入

の解消等に伴う被保険者の負担増や医療費の自然増については、激

変緩和措置の対象外とする。 

 

（４）保険料水準の統一 

○ 国は、「市町村ごとの医療費水準や医療提供体制に差があることに

留意しつつ、将来的には、都道府県での保険料水準の統一を目指す」

との考え方を示している。 

本県では、市町の医療費水準や保険料水準に相当の差異があり、

一斉に保険料水準を統一させることは、被保険者の保険料負担の急

変を招く恐れがあることから、当面、保険料水準の統一は行わない

こととするが、国の考え方や本県における実情を踏まえ、市町と議

論を続けていく。 

なお、保険料水準のあり方については、医療費水準や保険料算定

方法及び各市町の取組に関する課題を整理するなど、引き続き検討

する。 

ため、市町ごとに納付金算定年度の直近過去３年の収納率の平均値

とする。 

 

（３）激変緩和措置 

○ 新制度への移行に伴い、一部の市町においては、「各市町が本来集

めるべき１人当たり保険料額」が変化し、被保険者の保険料負担が

上昇する可能性がある。こうした場合でも、保険料が急激に増加す

ることが無いよう、ガイドラインに基づき激変緩和措置を行い、該

当する市町に対して適切に対応する。 

 

○ なお、激変緩和措置を行うにあたり、一般会計からの法定外繰入

の解消等に伴う被保険者の負担増や医療費の自然増については、激

変緩和措置の対象外とする。 

 

（４）保険料水準の統一 

○ 国は、「医療費水準の格差が大きい場合には、原則として医療費水

準に応じた保険料率とし、将来的に地域の事情を踏まえつつ都道府県

において統一した保険料水準を目指す」との考え方を示している。 

本県では、市町の医療費水準や保険料水準に相当の差異があり、一

斉に保険料水準を統一させることは、被保険者の保険料負担の急変を

招く恐れがあることから、当面、保険料水準の統一は行わない。 

なお、将来的な保険料水準のあり方については、国の考え方を踏ま

え、引き続き検討することとする。 
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第４章 市町における保険料の徴収の適正な実施 

１ 現状 

（１）保険料の収納率の推移 

○ 市町国保の収納率は、市町におけるこれまでの徴収努力などか

ら、近年は上昇傾向となっており、全国平均を上回って推移してい

る。 

 

    （図 12 省略） 

 

  ○ 市町別収納率は、平成 30 年度では、最も高い川北町と最も低い

金沢市では、約 6.6 ポイントの差が生じている。 

 

    （図 13 省略） 

 

（２）収納対策の実施状況 

   ○ 保険料の口座振替や、滞納処分の実施などは全ての市町で実施さ

れているものの、その他の取組は一部の市町のみで実施されてお

り、さらに取組を広げる必要がある。 

 

     （表８省略） 

 

２ 収納対策 

（１）収納率目標 

○ 県は、各市町における保険料の収納率を向上させる観点から、各

市町の収納率の実態を踏まえた収納率目標を設定する。設定方法に

 

第４章 市町における保険料の徴収の適正な実施 

１ 現状 

（１）保険料の収納率の推移 

○ 市町国保の収納率は、市町におけるこれまでの徴収努力などか

ら、近年は上昇傾向となっており、全国平均を上回って推移してい

る。 

 

     （図 11 省略） 

 

○ 市町別収納率は、平成 27 年度では、最も高い珠洲市と最も低い

金沢市では、約７ポイントの差が生じている。 

 

  （図 12 省略） 

 

（２）収納対策の実施状況 

   ○ 保険料の口座振替や、滞納処分の実施などは全ての市町で実施さ

れているものの、その他の取組は一部の市町のみで実施されてお

り、さらに取組を広げる必要がある。 

 

     （表７省略） 

 

２ 収納対策 

（１）収納率目標 

○ 県は、各市町における保険料の収納率を向上させる観点から、各

市町の収納率の実態を踏まえた収納率目標を設定する。設定方法に
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ついては、これまでと同様に、保険者規模別により設定する。 

 

 

   （表９省略） 

 

（２）収納不足についての要因分析 

   ○ 各市町は、それぞれ該当する区分に掲げられた収納率目標の達成

に努めることとする。収納率目標を下回り、収納不足が生じている

市町は、収納不足についての要因分析を行い、必要な対策を整理す

る。県は、当該市町の実情に沿った収納対策等の取組に対する技術

的助言を行う。 

   

（３）収納率目標達成のための取組 

   ○ 収納率目標を達成するための取組として、以下の方法などにより

収納率向上を図る。 

・納付義務者の利便性向上に資する、納付方法の拡大（コンビニ収

納・スマートフォンを活用した収納方法など） 

・市町職員の収納事務向上に資する研修会の開催 

     ・収納率向上アドバイザーや地方税滞納整理機構などを活用した、

好事例の横展開を図り、ノウハウを共有 

 

第５章 市町における保険給付の適正な実施 

 

１ 現状 

（１）レセプト点検の状況 

○  レセプト（診療報酬明細書）点検は、被保険者の受診内容を把握

ついては、現行の「石川県市町国民健康保険財政安定化支援方針」

で採用している保険者規模別により設定する。 

 

  （表８省略） 

 

（２）収納不足についての要因分析 

   ○ 各市町は、それぞれ該当する区分に掲げられた収納率目標の達成

に努めることとする。収納率目標を下回り、収納不足が生じている

市町は、収納不足についての要因分析を行い、必要な対策を整理す

る。県は、当該市町の実情に沿った収納対策等の取組に対する技術

的助言を行う。 

   

（３）収納率目標達成のための取組 

   ○ 収納率目標を達成するための取組として、以下の方法などにより

収納率向上を図る。 

・納付義務者の利便性向上に資する、納付方法の拡大（コンビニ収

納など） 

・市町職員の収納事務向上に資する研修会の開催 

・収納率向上アドバイザーや地方税滞納整理機構などを活用した、

好事例の横展開を図り、ノウハウを共有 

 

第５章 市町における保険給付の適正な実施 

 

１ 現状 

（１）レセプト点検の状況 

○  レセプト（診療報酬明細書）点検は、被保険者の受診内容を把握
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し、診療報酬の適正な支払いを確保するために実施するものであり、

本県では、診療報酬の算定方法にかかる一次点検は審査支払機関であ

る国保連合会が、受給資格の確認などの二次点検は各市町が実施して

いる。 

 

○ レセプト点検による本県の１人当たり点検効果額（被保険者１人当

たりの点検による過誤調整等の削減額）及び点検効果率（保険者負担

額に占める点検による削減額の割合）は、いずれも全国平均を下回っ

ている状況にある。 

 

  （表 10 省略） 

 

（２）第三者求償事務の状況 

○ 交通事故などで被保険者が保険医療機関で治療を受けた場合、保険

者である市町は、第三者（加害者）に対し損害賠償を請求し、保険給

付分の回収（第三者求償事務）を行っている。 

 

○ 本県では、全ての市町が、この事務を顧問弁護士・求償事務専門員

が配置されている国保連合会に委託して実施している。 

 

※平成 28 年度３月、損害保険関係団体と県内市町から委任を受けた国

保連合会との間で「交通事故に係る第三者行為による傷病届等の提出

に関する覚書」が締結され、交通事故の加害者又は被害者が任意保険

に加入している事案については、損害保険会社が被害者に求められる

提出書類の作成支援を行うこととされている。 

 

し、診療報酬の適正な支払いを確保するために実施するものであり、

本県では、診療報酬の算定方法にかかる一次点検は審査支払機関であ

る国保連合会が、受給資格の確認などの二次点検は各市町が実施して

いる。 

 

○ レセプト点検による本県の１人当たり点検効果額（被保険者１人当

たりの点検による過誤調整等の削減額）及び点検効果率（保険者負担

額に占める点検による削減額の割合）は、いずれも全国平均を下回っ

ている状況にある。 

 

  （表９省略） 

 

（２）第三者求償事務の状況 

○ 交通事故などで被保険者が保険医療機関で治療を受けた場合、保険

者である市町は、第三者（加害者）に対し損害賠償を請求し、保険給

付分の回収（第三者求償事務）を行っている。 

 

○ 本県では、全ての市町が、この事務を顧問弁護士・求償事務専門員

が配置されている国保連合会に委託して実施している。 

 

※平成 28 年度３月、損害保険関係団体と県内市町から委任を受けた国

保連合会との間で「交通事故に係る第三者行為による傷病届等の提出

に関する覚書」が締結され、交通事故の加害者又は被害者が任意保険

に加入している事案については、損害保険会社が被害者に求められる

提出書類の作成支援を行うこととされている。 
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  （表 11 省略） 

 

（３）不正請求事務の状況 

○ 保険医療機関等からの診療報酬請求のうち、算定要件を満たしてい

ないなど、不正が疑われる事案については、県と東海北陸厚生局石川

事務所が保険医療機関への指導監査により、その事実を確認し、不正

が認められた場合は、市町を通じて診療報酬の返還を求めている。 

 

２ 保険給付の適正化に向けた取組 

（１）レセプト点検の充実強化 

○ 県は、引き続き、市町に対し、医療給付専門員による助言・指導

を行うほか、新たに国保総合システムを活用した市町のレセプト点

検を実施し、分析結果の共有や、点検方法の指導を行う。 

また、国保連合会とともに市町のレセプト点検職員などを対象と

した研修会を開催し、市町におけるレセプト点検が効率的・効果的

に行われるよう支援を行う。 

 

○ 国保連合会は、市町から受託している二次点検内容の充実を図る

とともに、引き続き、柔道整復施術療養費に係る二次点検や医療保

険と介護保険の重複に係る突合点検を実施し、市町における事務負

担の軽減を図る。 

 

（２）第三者求償事務の取組強化 

○ 県は、各市町が定めた評価指標（レセプトによる第三者求償の発見

率など）に対する数値目標等を把握し、適切な助言・指導、情報提供

を実施するほか、県が設置する機関が把握した第三者行為に関する情

  （表 10 省略） 

 

（３）不正請求事務の状況 

○ 保険医療機関等からの診療報酬請求のうち、算定要件を満たしてい

ないなど、不正が疑われる事案については、県と東海北陸厚生局石川事務所

が保険医療機関への指導監査により、その事実を確認し、不正が認められた

場合は、市町を通じて診療報酬の返還を求めている。 

 

２ 保険給付の適正化に向けた取組 

（１）レセプト点検の充実強化 

○ 県は、引き続き、医療給付専門員を市町に派遣し、助言・指導を

行うほか、国保連合会とともに市町のレセプト点検職員などを対象

とした研修会を開催し、市町におけるレセプト点検が効率的・効果

的に行われるよう支援を行う。 

 

 

 

○ 国保連合会は、市町から受託している二次点検内容の充実を図る

とともに、新たに柔道整復施術療養費に係る二次点検や医療保険と

介護保険の重複給付に係る突合点検を実施することにより、市町に

おける事務負担の軽減を図る。 

 

（２）第三者求償事務の取組強化 

○ 県は、各市町が定めた評価指標（レセプトによる第三者求償の発見

率など）に対する数値目標等を把握し、適切な助言・指導、情報提供

を実施するほか、市町が消防等関係機関から情報提供を受ける体制を
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報を市町に提供する。 

また、国保連合会と連携し、求償事務習得に向けた研修会の開催や、

国が設置する第三者求償事務アドバイザーを活用し、市町の取組を支

援する。 

 

○ 市町は、被保険者に対し、制度や「第三者行為による傷病（被害）

届」の提出について、ホームページなどを活用し、周知・啓発に努め

る。 

 

（３）療養費の支給の適正化 

○ 柔道整復施術療養費の支給の適正化を図るため、市町は、国の通

知に基づき、医療費通知の実施を徹底するほか、保険給付の対象と

なる負傷について被保険者への周知・啓発に努める。 

また、市町が文書照会等による患者調査を実施できるよう、国保連

合会は、多部位にわたる施術や、通院が長期または頻度の高い傾向に

ある被保険者を抽出して市町へ情報提供を行うほか、県は引き続き患

者調査の方法について助言するなどし、連携して支援を行う。 

 

（４）高額療養費の多数回該当の取扱い 

○ 平成 30 年度から、県も国民健康保険の保険者となったことに伴い、

被保険者の県内市町にまたがる住所異動があっても、世帯の継続性が

保たれている場合は、転出地における高額療養費の多数回該当に係る

該当回数を転入地に引き継ぎ、通算する。 

    

○ 世帯の継続性については、県内統一の基準により判定することと

し、判定が困難な事例が発生した場合は、県と市町が協議のうえ決定

構築するための取組事例の紹介などの支援を行う。 

また、国保連合会と連携し、求償事務習得に向けた研修会の開催や、

国が設置する第三者求償事務アドバイザーを活用し、市町の取組を支

援する。 

 

○ 市町は、被保険者に対し、制度や「第三者行為による傷病（被害）

届」の提出について、ホームページなどを活用し、周知・啓発に努め

る。 

 

（３）療養費の支給の適正化 

○ 柔道整復施術療養費の支給の適正化を図るため、市町は、国の通

知に基づき、医療費通知の実施を徹底するほか、保険給付の対象と

なる負傷について被保険者への周知・啓発に努める。 

また、市町が文書照会等による患者調査を実施できるよう、国保連

合会は、多部位にわたる施術や、通院が長期または頻度の高い傾向に

ある被保険者を抽出して市町へ情報提供を行うほか、県は患者調査の

方法について助言するなどし、連携して支援を行う。 

 

（４）高額療養費の多数回該当の取扱い 

○ 平成 30 年度以降、県も国民健康保険の保険者となることに伴い、

被保険者の県内市町にまたがる住所異動があっても、世帯の継続性が

保たれている場合は、転出地における高額療養費の多数回該当に係る

該当回数を転入地に引き継ぎ、通算することとされている。 

    

○ 世帯の継続性については、県内統一の基準により判定することと

し、判定が困難な事例が発生した場合は、県と市町が協議のうえ決定
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し、当該判定結果は県内市町間で共有する。 

 

○ なお、高額療養費の申請勧奨については、県内の市町間における住

所異動時の該当回数の円滑な引継ぎや、被保険者への利便性向上の

ため、引き続き事務の標準化を検討する。 

 

（５）県による保険給付の点検等 

  ○ 新制度においても、保険給付の実施主体は引き続き市町であること

から、レセプト点検についても、一義的には市町が実施することとな

る。 

一方、県は、国民健康保険法第 75 条の３から第 75条の６の規定に

基づき、市町が行った保険給付の点検を実施することが可能とされた

ことから、広域的かつ専門的な見地から、保険給付の点検を実施する。 

 

○ 保険医療機関等による複数の市町にまたがる大規模な不正請求が

発生した場合、広域的な対応が必要な事案などについて、県は、国民

健康保険法第 65 条第４項の規定に基づき、市町からの委託を受け、

返還金の徴収等の事務を行うことが可能とされたことから、個別の

事案ごとに市町と協議の上、医療機関等に対する納入勧奨等を実施

する。 

 

第６章 医療費の適正化の取組 

 

１ 現状 

（１）特定健康診査・特定保健指導の受診状況 

○ 特定健康診査（以下「特定健診」という。）は、高齢者の医療の

し、当該判定結果は県内市町間で共有する。 

 

○ なお、高額療養費の申請勧奨については、県内の市町間における住

所異動時の該当回数の円滑な引継ぎや、被保険者への利便性向上の

ため、事務の標準化を検討する。 

 

（５）県による保険給付の点検等 

  ○ 新制度においても、保険給付の実施主体は引き続き市町であること

から、レセプト点検についても、一義的には市町が実施することとな

る。 

一方、県は、国民健康保険法第 75 条の３から第 75条の６の規定に

基づき、市町が行った保険給付の点検を実施することが可能とされた

ことから、必要に応じ、市町と協議の上、保険給付の点検を実施する。 

 

○ 保険医療機関等による複数の市町にまたがる大規模な不正請求が

発生した場合、広域的な対応が必要な事案などについて、県は、国民

健康保険法第 65 条第４項の規定に基づき、市町からの委託を受け、

返還金の徴収等の事務を行うことが可能とされたことから、今後、個

別の事案ごとに市町と協議の上、実施する。 

 

 

第６章 医療費の適正化の取組 

 

１ 現状 

（１）特定健康診査・特定保健指導の受診状況 

○ 特定健康診査（以下「特定健診」という。）は、高齢者の医療の
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確保に関する法律第 20 条の規定に基づき、保険者に実施が義務づ

けられており、主に内臓脂肪の蓄積等に着目した生活習慣病に関す

る健康診査として、40歳以上の加入者を対象に実施されている。 

 

○ 特定保健指導は、高齢者の医療の確保に関する法律第 24 条の規

定に基づき、特定健診の受診の結果から、生活習慣病のリスクに応

じて対象者を選定・階層化し、保健指導の必要性に応じて「動機付

け支援」「積極的支援」のいずれかを行うものである。 

 

○ 本県の特定健診及び特定保健指導の実施率は、いずれも全国平均

を上回って推移している。 

 

  （表 12 省略） 

 

（２）保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定状況 

○ 国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針により、

市町は、効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るために、健康・

医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿ったデータヘルス計画

を策定し、保健事業の実施及び評価を行うこととされている。 

本県では、国保連合会が設置する保健事業支援・評価委員会によ

る支援を行っており、全ての市町でデータヘルス計画が策定されて

いる。 

 

（３）医療費通知の実施状況 

○ 健康に対する被保険者の認識を深め、国民健康保険事業の円滑か

つ健全な運営に資することを目的とした医療費通知は、県内の全て

確保に関する法律第 20 条の規定に基づき、保険者に実施が義務づ

けられており、主に内臓脂肪の蓄積等に着目した生活習慣病に関す

る健康診査として、40歳以上の加入者を対象に実施されている。 

 

○ 特定保健指導は、高齢者の医療の確保に関する法律第 24 条の規

定に基づき、特定健診の受診の結果から、生活習慣病のリスクに応

じて対象者を選定・階層化し、保健指導の必要性に応じて「動機付

け支援」「積極的支援」のいずれかを行うものである。 

 

○ 本県の特定健診及び特定保健指導の実施率は、いずれも全国平均

を上回って推移している。 

 

  （表 11 省略） 

 

（２）保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定状況 

○ 国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針により、

市町は、効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るために、健康・

医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿ったデータヘルス計画

を策定し、保健事業の実施及び評価を行うこととされており、本県

では、全ての市町でデータヘルス計画が策定されている。 

 

 

 

（３）医療費通知の実施状況 

○ 健康に対する被保険者の認識を深め、国民健康保険事業の円滑か

つ健全な運営に資することを目的とした医療費通知は、県内の全て
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の市町が実施しており、平均実施回数は年２回以上となっている。 

 

  （表 13 省略） 

 

（４）後発医薬品の使用状況 

○ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）については、「経済財政運営

と改革の基本方針 2017」において、令和２年９月までに、後発医薬

品の使用割合（※）を 80％とする目標が設定されている。本県の市

町国保における使用割合は、全国平均を上回っており、平成 30 年

度では 79.7％となっている。 

     なお、後発医薬品を利用した場合の自己負担軽減額の通知（後発

医薬品差額通知）は、全ての市町が実施している。 

 

     （表 14省略） 

 

（５）重複受診者等への訪問指導の実施状況 

○ 同一疾病で複数の医療機関を受診する重複受診者、同一疾病で同

一月内に多数回受診する頻回受診者、また同一月内に同一薬剤また

は同様の効能を持つ薬剤を複数の医療機関から処方される重複投

薬者に対し、国保データベースシステムを活用し、市町の保健師等

が訪問や電話、文書通知などによる指導を実施し、適正受診や適正

服薬を促している。 

本県では、平成 30年度に、10市町において保健師等による訪問

指導を実施している。 

  

 

の市町が実施しており、平均実施回数は年４回程度となっている。 

 

  （表 12 省略） 

 

（４）後発医薬品の使用状況 

○ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）については、「経済財政運営

と改革の基本方針 2017」において、平成 32年９月までに、後発医

薬品の使用割合（※）を 80％とする目標が設定されている。本県の

市町国保における使用割合は、全国平均を上回っており、平成 27

年度では 66.6％となっている。 

     なお、後発医薬品を利用した場合の自己負担軽減額の通知（後発

医薬品差額通知）は、全ての市町が実施している。 

 

     （表 13省略） 

 

（５）重複受診者等への訪問指導の実施状況 

○ 同一疾病で複数の医療機関を受診する重複受診者、同一疾病で同

一月内に多数回受診する頻回受診者、また同一月内に同一薬剤また

は同様の効能を持つ薬剤を複数の医療機関から処方される重複投

与者に対し、市町の保健師等が訪問や電話、文書通知などによる指

導を実施し、適正受診や適正服薬を促している。 

本県では、平成 27 年度に、８市町において保健師等による訪問

指導を実施している。 

  

 

 



- 21 - 
 

（６）糖尿病性腎症の重症化予防事業の実施状況 

○ 糖尿病性腎症の進行により人工透析が必要になると多額の医療

費がかかることから、県医師会など４団体が策定した「いしかわ糖

尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づき、未治療者等に対する

受診勧奨やハイリスク者に対する保健指導の実施といった取組に

より、糖尿病の重症化を予防し、新規透析患者数の抑制を図ってい

る。 

 

２ 医療費適正化に向けた取組 

（１）特定健康診査・特定保健指導の推進 

○ 国保連合会と県、石川県保険者協議会等において、特定健診・特

定保健指導従事者を対象とした研修会を開催し、生活習慣病予防対

策全体を推進できる人材の育成を図るとともに、県保健福祉センタ

ーが開催している受診率向上に向けた会議等を通して、市町の取組

を支援する。 

また、特定健診の必要性を周知するため、引き続き、石川県保険

者協議会や国保連合会において、広報活動に取り組むとともに、県

医師会と協力し、かかりつけ医等との連携を図り、受診率の向上を

図る。 

 

（２）データヘルスの推進 

○ 県は国保連合会と連携し、学習会の開催や国保データベースシス

テムなどを活用し情報の提供や助言を行うなど、本運営方針との整

合性も図りつつ、市町が保健事業をＰＤＣＡサイクルに沿って効果

的に実施することができるよう支援する。 

  

（６）糖尿病性腎症の重症化予防事業の実施状況 

○ 糖尿病性腎症の進行により人工透析が必要になると多額の医療

費がかかることから、県医師会など４団体が策定した「いしかわ糖

尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づき、未治療者等に対する

受診勧奨やハイリスク者に対する保健指導の実施といった取組に

より、糖尿病の重症化を予防し、新規透析患者数の抑制を図ってい

る。 

 

２ 医療費適正化に向けた取組 

（１）特定健康診査・特定保健指導の推進 

○ 国保連合会と県、石川県保険者協議会等において、特定健診・特

定保健指導従事者を対象とした研修会を開催し、生活習慣病予防対

策全体を推進できる人材の育成を図るとともに、県保健福祉センタ

ーが開催している受診率向上に向けた会議等を通して、市町の取組

を支援する。 

また、特定健診の必要性を周知するため、引き続き、石川県保険

者協議会において、広報活動に取り組み、受診率の向上を図る。 

 

 

 

（２）データヘルスの推進 

○ 県は国保連合会と連携し、学習会の開催や国保データベースシス

テムなどを活用し情報の提供や助言を行うなど、市町が保健事業を

ＰＤＣＡサイクルに沿って効果的に実施することができるよう支

援する。 
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（３）後発医薬品の使用促進 

○ 県は、国保連合会と連携し、後発医薬品の使用割合を把握し、市

町に対し定期的に情報提供を行うほか、「石川県後発医薬品使用推

進連絡協議会」において、後発医薬品の普及に関する取組を行う。 

市町は、後発医薬品差額通知を引き続き実施するなど、後発医薬

品の使用促進に取り組む。 

 

（４）適正服薬の推進 

○ 薬の飲み忘れによる残薬や、複数の医療機関から同種の薬が処方

される  重複投薬が問題となっていることから、県では、県薬剤師

会と協力し、「しっかり服薬推進事業」を実施するほか、保健師等

と薬剤師が連携し、重複投薬者に対して訪問指導を行う取組を支援

することにより、適正な服薬の推進を図る。 

 

（５）重複受診等にかかる指導の充実 

○ 市町においては、国保連合会から提供される重複多受診者一覧表

や国保データベースシステムを活用して、重複受診者や頻回受診者

に対し、保健師等が受診内容を分析し、主治医と連携を図りながら

訪問指導の取組を進めている。 

県では、好事例を収集して市町へ情報提供を行い、全ての市町で

訪問指導が実施できるよう支援を行う。 

 

（６）糖尿病性腎症の重症化予防の取組 

○ 国保連合会においては、国保データベースシステムを活用した

データ分析を行い、重症化予防の課題を市町に情報提供するとと

もに、市町においては、郡市医師会ごとに設置された「糖尿病地域

（３）後発医薬品の使用促進 

○ 県は、国保連合会と連携し、後発医薬品の使用割合を把握し、市

町に対し定期的に情報提供を行うほか、「石川県後発医薬品使用推

進連絡協議会」において、後発医薬品の普及に関する取組を行う。 

市町は、後発医薬品差額通知を引き続き実施するなど、後発医薬

品の使用促進に取り組む。 

 

（４）適正服薬の推進 

○ 薬の飲み忘れによる残薬や、複数の医療機関から同種の薬が処方

される  重複投与が問題となっていることから、県では、県薬剤師

会と協力し、「しっかり服薬推進事業」や「かかりつけ薬剤師・薬

局推進事業」を実施し、適正な服薬の推進を図る。 

 

 

（５）重複受診等にかかる指導の充実 

○ 市町においては、国保連合会から提供される重複多受診者一覧表

をもとに、重複受診者や頻回受診者に対し、保健師等が受診内容を

分析し、主治医と連携を図りながら訪問指導の取組を進めている。 

県では、先行事例を収集して市町へ情報提供を行い、全ての市町

で訪問指導が実施できるよう支援を行う。 

 

 

（６）糖尿病性腎症の重症化予防の取組 

○ 国保連合会においては、国保データベースシステムを活用したデ

ータ分析を行い、重症化予防の課題を市町に情報提供するととも

に、市町においては、郡市医師会ごとに設置された「糖尿病地域連
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連携協議会」と連携し予防の取組を行う。また、県や県保健福祉セ

ンターは、国保連合会と連携し「石川県糖尿病性腎症重症化予防プ

ログラム」の周知を図るとともに、重症化予防に係る研修会の開催

や、国や県における動向等を周知するなどの支援を行う。 

 

第７章 市町が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進 

 

   ○ 市町が担う事務のうち、広域的に実施することにより効率化が可

能なものについて、県は、国保連合会とともに、標準化や効率化、

広域化に資する取組を推進する。 

 

１ 保険者事務の共同実施の推進 

  ○ 市町が実施する事務のうち、既に市町と国保連合会が共同実施をし

ている事務については、その取組を継続して行う。 

また、市町が単独で実施している事務のうち、広域的に取り組む

ことで、効率的・効果的な事務運営につながるものについては、県、

国保連合会、市町が協議し、共同実施を検討、推進していく。 

     

 ２ 被保険者証と高齢受給者証の一体化の推進 

   ○ 各市町が発行している被保険者証と高齢受給者証について、被保険

者の利便性向上の観点から、両者の一体化を進めており、令和５年度

までに全市町の実施へ向け取り組む。 

    

        

 

 

携協議会」と連携し予防の取組を行う。また、県保健福祉センター

は、重症化予防に係る勉強会の開催や、国や県における動向等を周

知するなどの支援を行う。 

 

 

第７章 市町が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進 

 

  ○ 市町が担う事務のうち、広域的に実施することにより効率化が可能

なものについて、県は、国保連合会とともに、標準化や効率化、広域

化に資する取組を推進する。 

 

１ 保険者事務の共同実施の推進 

  ○ 市町が実施する事務のうち、既に市町と国保連合会が共同実施をし

ている事務については、その取組を継続して行う。 

また、市町が単独で実施している事務のうち、広域的に取り組む

ことで、効率的・効果的な事務運営につながるものについては、県、

国保連合会、市町が協議し、共同実施を検討、推進していく。 

     

 ２ 被保険者証と高齢受給者証の一体化の推進 

○ 各市町が発行している被保険者証と高齢受給者証について、被保険

者の利便性向上の観点から、両者を一体化して発行することを推進す

る。 
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３ システムを活用した事務の標準化・効率化 

○ 国と国保中央会は市町の事務処理の標準化・効率化の観点から市

町村事務処理標準システムを開発している。当該システムの導入に

ついては、国の財政支援がある令和５年度までの導入に向け、引き続

き市町とともに検討していく。 

 

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携 

 

１ 地域包括ケアシステムの推進 

○ 団塊の世代が後期高齢者となる令和７年に向け、地域の特性に応じ

た地域包括ケアシステム(※)の構築に向けた取組が進められている。 

国民健康保険においても、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組

の重要性に留意し、保険者が主体的に次のような取組を進める。 

 

    ※地域包括ケアシステム 

    地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でそ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医

療、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援場となることの予防

又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をい

う。）、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制

をいう。 

 

（市町の取組例） 

   ① 地域包括ケアシステムの構築に向けた部局横断的な議論の場へ

の国保部局の参画 

   ② 地域包括ケアシステムに資する地域のネットワークへの国保部

３ システムを活用した事務の標準化・効率化 

○ 今回の制度改革に伴い、国と国保中央会は市町の事務処理の標準

化・効率化の観点から市町村事務処理標準システムを開発している。

当該システムの導入にかかるメリット・デメリットを情報共有し、そ

の導入について検討を行うこととする。 

 

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携 

 

１ 地域包括ケアシステムの推進 

○ 団塊の世代が後期高齢者となる平成 37年に向け、地域の特性に応じ

た地域包括ケアシステム(※)の構築に向けた取組が進められている。 

国民健康保険においても、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組

の重要性に留意し、保険者が主体的に次のような取組を進める。 

 

    ※地域包括ケアシステム 

    地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でそ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医

療、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援場となることの予防

又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をい

う。）、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制

をいう。 

 

（市町の取組例） 

   ① 地域包括ケアシステムの構築に向けた部局横断的な議論の場へ

の国保部局の参画 

   ② 地域包括ケアシステムに資する地域のネットワークへの国保部
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局の参画 

   ③ 国保データベース（ＫＤＢ）・レセプトデータを活用した健康事

業・介護予防・生活支援の対象となる被保険者の抽出 

   ④ 国保被保険者を営む高齢者などの居場所・拠点、コミュニティ、

生きがい、自立、健康づくりにつながる住民主体の地域活動の国保

部局としての支援の実施 

   ⑤ 国保直診施設を拠点とした地域包括ケアシステムの推進に向け

た取組の実施 

 

 

 （県の取組例） 

   ① 市町及び国保連合会における保健事業の運営が健全に行われる

よう、国保データベース（ＫＤＢ）等の健康・医療に係る情報基盤

を活用した、必要な助言、支援の実施 

   ② 県内外における保健医療サービスと福祉サービスとの連携に係

る好事例の紹介 

 

２ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

〇 市町は、国保データベースシステムを活用し、医療・健診・介護のデ

ータ等の分析を行い、地域の健康課題を把握し対象者の抽出を行うな

ど、高齢者の心身の特性に応じた保健事業と介護予防の一体的実施に取

り組む。 

県は、市町が行う保健事業と介護予防の一体的実施が適切かつ有効に

行われるよう、国保連合会や後期高齢者医療広域連合と連携し、研修会

の開催や事例の横展開などの支援を行う。 

 

局の参画 

   ③ 国保データベース（ＫＤＢ）・レセプトデータを活用した健康事

業・介護予防・生活支援の対象となる被保険者の抽出 

   ④ 国保被保険者を営む高齢者などの居場所・拠点、コミュニティ、

生きがい、自立、健康づくりにつながる住民主体の地域活動の国保

部局としての支援の実施 

   ⑤ 国保直診施設を拠点とした地域包括ケアシステムの推進に向け

た取組の実施 

   ⑥ 後期高齢者医療制度又は介護保険制度と連携した保健事業の実

施 

 （県の取組例） 

   ① 市町及び国保連合会における保健事業の運営が健全に行われる

よう、国保データベース（ＫＤＢ）等の健康・医療に係る情報基盤

を活用した、必要な助言、支援の実施 

   ② 県内外における保健医療サービスと福祉サービスとの連携に係

る好事例の紹介 
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３ 他の各種計画との連携 

○ 県は、本運営方針と「石川県医療計画」、「医療費適正化計画」、「石川

県長寿社会プラン」、「いしかわ健康フロンティア戦略」など、県が策定

する各種計画との整合性を確保するよう、関係各課と連携する。 

 

第９章 施策の実施のために必要な関係市町相互間の連絡調整等 

 

○ 石川県国民健康保険運営方針連携会議等の開催 

本運営方針に基づき、国民健康保険制度を安定的に運営してい

くためには、県と市町、国保連合会の協力、連携が重要であり、そ

れぞれが適切な役割分担のもと、対等な立場で協議を行う場が必

要である。 

このため、引き続き、「石川県国民健康保険運営方針連携会議」

を開催し、関係者間の意見交換や協議を行う場とする。 

また、必要に応じ、事務担当者で構成する作業部会を開催する。 

 

○ 石川県国民健康保険運営方針の見直し 

本運営方針は、３年ごとに検証を行い、必要な見直しを行うこ

ととしているが、その検証に当たっては、県と市町、国保連合会

の関係機関が協議を行い、合意形成を図ることとする。 

２ 他の各種計画との連携 

○ 県は、本運営方針と「石川県医療計画」、「医療費適正化計画」、「石川

県長寿社会プラン」、「いしかわ健康フロンティア戦略」など、県が策定

する各種計画との整合性を確保するよう、関係各課と連携する。 

 

第９章 施策の実施のために必要な関係市町相互間の連絡調整等 

 

○ 石川県国民健康保険運営方針連携会議等の開催 

本運営方針に基づき、国民健康保険制度を安定的に運営してい

くためには、県と市町、国保連合会の協力、連携が重要であり、そ

れぞれが適切な役割分担のもと、対等な立場で協議を行う場が必

要である。 

このため、引き続き、「石川県国民健康保険運営方針連携会議」

を開催し、関係者間の意見交換や協議を行う場とする。 

また、必要に応じ、事務担当者で構成する作業部会を開催する。 

 

○ 石川県国民健康保険運営方針の見直し 

本運営方針は、３年ごとに検証を行い、必要な見直しを行うこ

ととしているが、その検証に当たっては、県と市町、国保連合会

の関係機関が協議を行い、合意形成を図ることとする。 

 


